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○栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付規程 

令和２年３月３０日 

水道管理規程第１６号 

改正 令和４年３月３１日上下水管規程第５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市の水道使用者の居宅における給水管の低水圧等の状態を解消

するため、水道給水用加圧ポンプ等を設置する者に対し、予算の範囲内において栗

原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ものとし、その交付等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 水道給水用加圧ポンプ等 水道の給水管に接続して当該管路の水圧を増幅さ

せる装置であって、水道法（昭和３２年法律第１７７号）の規定に基づく給水装

置の構造及び材質の基準に適合したものをいう。 

(2) 低水圧等 地理的地形的条件等により、水道の給水栓における最小動水圧が

１５０キロパスカル未満であることをいう。 

（補助金の対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市の住民基本台帳（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に規定する

住民基本台帳をいう。）に記録されている者であること。 

(2) 現に市の水道を使用する者であって、居宅（専ら自己の居住の用に供する住

宅をいう。以下同じ。）における水道が低水圧等の状態にあること。 

(3) 居宅における水道の低水圧等の状態が既設の給水装置（栗原市水道事業給水

条例（平成１７年栗原市条例第２４９号。以下「給水条例」という。）第３条に

規定する給水装置をいう。以下同じ。）に起因しないものであること。 

(4) 居宅における水道の低水圧等の状態を解消するために自ら水道給水用加圧ポ

ンプ等を設置する者であること。 

(5) 水道給水用加圧ポンプ等の設置に関し、給水条例第６条の規定に基づく承認

を受けている者であること。 

(6) 同一の世帯に属する者に市税（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健

康保険税をいう。）、水道料金及び下水道使用料等（公共下水道、農業集落排水

施設及び戸別合併処理浄化槽の使用料並びに受益者負担金及び分担金をいう。）

（以下「市税等」という。）を滞納している者がいないこと。 

（補助金の対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、対象者が

居宅における水道の低水圧等の状態を解消するために行う水道給水用加圧ポンプ等
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の設置に要する経費のうち次に掲げる工事費とする。 

(1) 水道給水用加圧ポンプ等設置工事費 

(2) 給水管工事費 

(3) 電気工事費 

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの規程による補助金の交付を受けて実施した

水道給水用加圧ポンプ等の設置に係る居宅と同一の居宅に設置する場合について

は、当該補助金の交付を受けて実施した水道給水用加圧ポンプ等の設置完了の日か

ら１０年を経過しないときは、補助金の交付の対象としない。 

３ 第１項第１号及び第２号に規定する工事は、給水条例第９条第１項に規定する指

定給水装置工事事業者が施工しなければならない。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、対象経費の２分の１に相当する額（その額に１，０００円未

満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、同一の居宅に係るものにつき

３０万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、水道給水

用加圧ポンプ等の設置に着手する１４日前又は申請を行う年度の１２月１５日（そ

の日が休日（栗原市の休日を定める条例（平成１７年栗原市条例第２号）に規定す

る市の休日をいう。以下この条において同じ。）に当たるときは、その日前におい

て、その日に最も近い休日でない日）のいずれか早い日までに、栗原市水道給水用

加圧ポンプ等設置費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し

て、水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）に申請しなけ

ればならない。 

(1) 住民記録情報及び市税等の収納状況の確認に関する同意書（様式第２号） 

(2) 設置しようとする水道給水用加圧ポンプ等の機能が分かる書類 

(3) 対象経費に係る見積書の写し 

(4) 居宅所有者の同意書（申請者が賃借住宅に居住する場合に限る。） 

(5) その他管理者が必要と認める書類 

（令４上下水管規程５・一部改正） 

（補助金の交付決定等） 

第７条 管理者は、前条の規定による申請があったときは、その内容及び関係書類等

を審査し、適当と認めるときは、栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付

決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものとする。この場合におい

て、管理者は、必要があると認めるときは、補助金の交付決定に関し条件を付すこ

とができる。 

２ 管理者は、補助金を交付することが適当でないと認めるときは、栗原市水道給水

用加圧ポンプ等設置費補助金不交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知

するものとする。 
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（補助金の交付申請内容の変更） 

第８条 前条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、当該交付決定を受けた後に当該交付決定に係る申請内容を変更し、

中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ栗原市水道給水用加圧ポンプ等

設置費補助金（変更・中止・廃止）承認申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を

添付して管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 申請内容を変更、中止又は廃止の内容が分かる書類 

(2) その他管理者が必要と認める書類 

２ 管理者は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更、中

止又は廃止の承認を決定したときは、その旨を栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置

費補助金（変更・中止・廃止）承認決定通知書（様式第６号）により補助事業者に

通知するものとする。 

（設置の着手） 

第９条 補助事業者は、第７条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた後に水

道給水用加圧ポンプ等の設置に着手するものとする。ただし、やむを得ない理由に

より、管理者の承認を受けた場合は、この限りでない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、水道給水用加圧ポンプ等の設置が完了したときは、当該完

了した日から起算して３０日を経過する日又は補助金の交付決定を受けた年度の２

月末日のいずれか早い日までに、栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金実績

報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して、管理者に提出しなければなら

ない。 

(1) 水道給水用加圧ポンプ等の設置完了後の写真 

(2) 水道給水用加圧ポンプ等の設置に要した経費の内訳が確認できる書類 

(3) 水道給水用加圧ポンプ等の設置に係る請求書及び領収書の写し 

(4) その他管理者が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１１条 管理者は、前条の規定により実績報告を受けたときは、その内容を審査

し、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置

費補助金確定通知書（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定により確定した補助金の交付を受けようとするとき

は、栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付請求書（様式第９号）に次に

掲げる書類を添付して、管理者に請求しなければならない。 

(1) 補助金の振込先通帳の写し 

(2) その他管理者が必要と認める書類 

３ 管理者は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 
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第１２条 管理者は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) 水道法、給水条例及び関係規程並びにこの規程の規定に違反したとき。 

(3) 水道給水用加圧ポンプ等の設置完了前に第３条に規定する対象者の要件を欠

くに至ったとき。 

２ 管理者は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、栗原市水道

給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により補助

事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１３条 管理者は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、交付

した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

（補助事業者の責務） 

第１４条 補助事業者は、水道給水用加圧ポンプ等の機能を常に良好な状態で保持す

るため、保守点検及び清掃を定期的に行い、適切な維持管理をしなければならな

い。 

２ 前項に規定する維持管理の期間は、水道給水用加圧ポンプ等設置完了の日から１

０年間とする。 

３ 補助事業者は、前項の期間内において水道給水用加圧ポンプ等を処分しようとす

るときは、あらかじめ栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金機器処分等承認

申請書（様式第１１号）を管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 補助事業者は、水道給水用加圧ポンプ等の設置完了後における維持管理に要する

一切の費用等を負担するものとする。 

（調査又は報告） 

第１５条 管理者は、補助事業者に対し、水道給水用加圧ポンプ等の性能及び管理状

況について必要な調査を行い、又は報告を求めることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による管理者の調査又は報告の求めに協力しなければ

ならない。 

（その他） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、管理

者が別に定める。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日上下水管規程第５号） 

（施行期日） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正前の栗原市水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付規程に
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よる様式で、取扱上著しく支障のないものについては、当分の間、改正後の栗原市

水道給水用加圧ポンプ等設置費補助金交付規程による様式とみなす。 
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様式第１号（第６条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

様式第２号（第６条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第１０条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

様式第８号（第１１条関係） 

様式第９号（第１１条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

様式第１０号（第１２条関係） 

様式第１１号（第１４条関係） 

（令４上下水管規程５・全改） 

 


